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現在、約 260 万社存在するとされる法人1のうち、その 99％が資本金 1 億円以下の中小
企業者である2。また、会社で働く常時雇用者の約 60％である約 2,138 万人が中小企業で
雇用され、生み出されている付加価値額は約 102 兆円にのぼるとされる3。 







成 27 年度等予算額約 4,869 億円4）などが実施され、税制でも法人税の軽減税率による税負担








                                                   
1 法人税の申告法人数（国税庁『平成 25 年度分会社標本調査』11 頁(2015)）。 
2 国税庁・前掲注(1)12 頁。 
3 個人事業を除く。付加価値額＝営業純益＋人件費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課。中
小企業庁『中小企業白書（2015 年度版）』619 頁,622 頁(2015)。 
4 平成 26 年補正予算額と平成 27 年度予算額との合計。経済産業省「平成 27 年度中小企業・小規模事業
者関係予算のポイント」）http://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2015/index.html 
5 平成 24 年度の推計値。（税制調査会法人課税ディスカッショングループ財務省提出資料「法人成り問
題を含めた中小法人課税」(平成 26 年 5 月 9 日）6 頁）。 
6 国税庁『第 139 回 国税庁統計年報 平成 25 年度版』246 頁,254 頁(2015)。 
7 法人税、所得税、相続税、贈与税、消費税及び登録免許税で少なくとも 30 措置以上存在する(27 年 4
月１日時点の租税特別措置法における措置数)。 
8 国税庁・前掲注(1)158 頁。  
9 金子宏『租税法(第 20 版)』467 頁(弘文堂,2015)。 













復、格差固定化の防止の観点11から、平成 27 年 1 月以降の相続・贈与等から基礎控除の引








                                                   
10 金子前掲注(9)467 頁、税制調査会「法人税の改革について 平成 26 年 6 月」8 頁(2014)。 
11 自民党,公明党「平成 25 年度税制改正大綱(平成 25 年 1 月 24 日)」4 頁(2013)、財務省「平成 25 年度
税制改正の解説」567 頁,569 頁(2015)。 
12 所得税法等の一部を改正する法律(平成 25 年法律第 5 号)3 条の規定による改正後の相続税法(昭和 25
年法律第 73 号)15 条及び 16 条。 
13 平成 24 年 11 月 9 日税制調査会財務省提出参考資料 12 頁。 
14 租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）69 条の 4。 
15 租税特別措置法 70 条の７～70 条の 7 の 4。 






















                                                   
16 3 年以上商品販売や資産の貸付け等を行っている一定の資産管理会社は適用対象となるが、この改正
により、当該資産の貸付けの範囲から同族関係者に対する貸付けが除外するなどされた（租税特別措置
法施行令(昭和 32 年政令 43 号)40 条の 8 の 2 第 7 項二イ,租税特別措置法施行規則(昭和 32 年大蔵省令


































19 所得税法(昭和 40 年法律第 33 号)9 条 1 項 16 号「第九条 次に掲げる所得については、所得税を課さ
ない。(中略) 十六 相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの（相続税法  （昭和二十五年法
律第七十三号）の規定により相続、遺贈又は個人からの贈与により取得したものとみなされるものを含
む。）」 
20 平成 26 年の課税割合は 4.4％（国税庁「平成 26 年分の相続税の申告状況について」平成 27 年 12 月） 
21 水野忠恒『大系租税法』692 頁(中央経済社,2015)。 




























                                                   
22 法人税法 22 条 4 項、74 条。 
23 金子・前掲注(9)316 頁。 
24 水野・前掲注(21)691 頁。 
25 谷口知平『注釈民法(新版)』〔中川善之助、泉久雄編〕1 頁（有斐閣,1996）。 
26 中川善之助『相続法(第 4 版)』〔泉久雄編〕4 頁（有斐閣,2000）。  
27 鈴木禄弥『相続法講義(改訂版)』345 頁（創文社,1996）。  
28 芦部信喜『憲法(第 6 版)』〔高橋和之編〕233 頁（岩波書店,2015）、樋口陽一『注釈日本国憲法上巻』
676 頁（青林書院新社,1984）。 
29 五十嵐清『民法講義８』〔泉久雄ほか編〕2 頁（有斐閣,1978）。 
30 五十嵐・前掲注(29)2 頁。 
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32 中川・前掲注(26)11 頁。 









35 内田・前掲注(31)504 頁 。 
36 遺留分のように今日の私所有権に基づく被相続人の処分の自由を制限するという観点では、ほかに相
続分の取戻権（民法 905 条）や相続欠格（同法 891 条）、相続廃除（同法 892 条）等がある。 
37 民法及び家事審判法の一部を改正する法律（昭和 55 年法律第 51 号）。 

































40 中川・前掲注(26)12 頁。 




（大蔵省主税局 河沼高輝『現行相続税法釈義』5 頁（自治館,1929））。 
42 谷口・前掲注(25)4 頁。  










正 当 な 者 だ け 相 続 人 
不存在の場合は国庫に帰属 諸国で採用 
相続財産の範囲制限 一 定 限 度 ま で 相 続 可 旧 ソ 連 
生産手段の私有禁止 消費財・小動産等のみ相続 共産主義国 
相 続 税 相続財産の一部を国庫に帰属  諸国で採用 

























































※「相続税制度改正に関する税制特別調査会答申」（昭和 32 年 12 月）17 頁、水野正一編『資産課税の
理論と課題(改訂版)』186 頁（税務経理協会,2005）に基づき作成。 
 
                                                   
43 谷口・前掲注(25)8 頁 。 





(1) 明治 38 年相続税創設 
大蔵省主税局員の稲葉敏編書「相続税法義解」(明治 39 年)では、当時の相続税の根拠
について、下記の説を紹介している44 























                                                   
44 稲葉敏『相続税法義解』9 頁（自治館,1906）。 
45 稲葉・前掲注(44)20 頁。 
46 大村巍「相続税の誕生」税務大学校論叢 9 号 131 頁（1975）。 
47 シャウプ使節団『シャウプ使節団日本税制報告書 巻 1』（連合軍総司令部,1949）第 2 編第 8 章Ａ。 















(3) 昭和 33 年相続税法改正（法定相続分課税方式の導入） 









                                                   
48 主税局税制課 篠原芳雄「改正相続税法の展望」税経通信(臨)132 頁,135 頁,145 頁（1950）。 
49 神野直彦「シャウプ勧告における資産課税―相続税・贈与税を中心に―」租税法研究 12号 47頁（1984）。 











51 神野・前掲注(49) 27 頁。 
52 税制特別調査会昭和 32 年 12 月『相続税制度改正に関する税制特別調査会答申』14 頁。 































                                                   
53 大蔵省主税局税制第 1 課 米山鈞一「改正相続税法について」『改正税法詳解（税経通信臨時増刊号）』
63 頁（税務経理協会、1958）。 
54 米山・前掲注(53)65 頁。 































                                                   
55 国税庁『昭和 48 年改正税法のすべて』159 頁。 
56 国税庁『昭和 50 年改正税法のすべて』154 頁。 
57 税制調査会昭和 63 年 4 月「税制改革についての中間答申」27 頁。 
58 税制調査会平成 5 年 11 月「今後の税制のあり方についての答申」41 頁。 





















(6) 平成 25 年度税制改正～現在 
上記のような経過、国会等での審議を経つつ、社会保障の安定財源の確保等を図る税制









                                                   
59 税制調査会平成 12 年 7 月「わが国税制の現状と課題」290 頁、299 頁。 
60 税制調査会平成 19 年 11 月「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」25 頁、27 頁。 


























                                                   
61 財務省・前掲注(11)567 頁、570 頁。 
62 税制調査会平成 27 年 11 月「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する論点整理」15 頁。 
63 水野・前掲注(21)690 頁。 
64 金子・前掲注(9)583 頁。 
65 水野忠恒「相続税の意義と根拠 (相続税・贈与税の諸問題)」日税研論集 61 巻 19 頁（2011）。国枝教
授は法定相続分課税方式を遺産取得課税方式の簡便法とする見解を示す。（国枝繁樹「少子高齢化社会
における世代間の資産移転税制のあり方 (特集 資産移転税の課題とあり方--相続税・贈与税を中心とし
て)」税研 25 巻 6 号 44 頁（2010））。また、渋谷教授はドイツの相続税と比較して日本の相続税を法定
相続人の数により税負担が変わる遺産税との見解も示している。（渋谷 雅弘「ドイツにおける相続税・
贈与税の現状 (世界における相続税法の現状--日税研創立 20 周年記念論文集)」日税研論集 56 巻 183
頁（2004））。三木教授は「遺産税方式はそれを合理化する理論的根拠はなく、強いて求めるなら、徴
税上の便宜にすぎない」と指摘する。三木義一「相続税の基本原理の法的再検討 (相続税法の原理と政
策)」租税法研究 23 号 9 頁（1995）。 
























がみられ（平成 12 年中期答申）、平成 19 年中期答申においても、老後扶養の社会化を踏
まえた遺産の一部を社会へ還元する必要性に触れている。税制調査会専門家委員会「税
目ごとの論点の深掘りに関する議論の中間報告」（平成 22 年 12 月）では「比較的高額の
所得を得ている者が退職までに累積して負担する税金の総額は、低下傾向にある。一方、
                                                   
66 戦前は遺産課税方式が採用されていたが、その課税根拠は基本的には相続人の担税力の増加に求めて
おり、遺産取得課税方式に親和性のある根拠であった。（稲葉・前掲注 (44)20 頁、三木義一『相続・贈
与と税(第 2 版)』9 頁（信山社,2013）) 
67 大村・前掲注(46)132 頁。これは戦前の主張を否定するものではない。例えば、河沼・前掲注(41)5 頁。 
68 平成 27 年 3 月 31 日参議院財政金融委員会麻生財務大臣の答弁等。 
69 首藤重幸「相続税改革の視点  (特集 相続を巡る法・経済・税制の問題)」税研 15 巻 2 号 22 頁（1999）。
他方で「遺産取得税は、富の再分配に役立つ制度であるが、同一階層内の再分配で、富裕者から貧者へ
の再分配という目的は達成しえない制度」と指摘される（佐藤進「相続税の根拠とあり方」税研 52 巻
9 号 12 頁(1993)）。 
70 稲葉・前掲注(44)20 頁。 








まっている」と説示した71。さらに平成 27 年 6 月に閣議決定された「経済財政運営と改










  上記のとおり、相続税の課税根拠の変遷を見てきた。シャウプ勧告を受けた昭和 25 年
度改正（遺産取得課税方式、一生累積課税、最高税率 90％）では富の集中排除の観点が強
く出される一方、中小企業者についても相対的に税負担が重いものとなっていた。しかし、




                                                   





73 渋谷雅弘「相続税の本質と課税方式  (特集 相続税の本質と課税方式のあり方)」税研 23 巻 6 号 22 頁
以下（2008）。 遺産の社会への還元(資産の引き継ぎの社会化)については「被相続人への社会保障の見
返りとして相続税を位置付けると遺産税と親和的であり、相続人の介護負担等の軽減に着目すれば遺産
取得税と親和的」とする見解もある。浅妻章如「相続税の性質とそのあり方」税研 31巻 4号 24頁(2015)。 
74 神野名誉教授は、昭和 27・28 年の最高税率引下げや贈与と相続との統合課税の廃止等は富の集中抑
制機能を著しく減殺したものであり、「シャウプ相続税制は、戦後の保守体制を支える基盤であった農
民あるいは中小商工業者の不満に応えつつ、巨大な遺産に対する富の集中抑制機能をも骨抜きにすると
いう方向で解体された」とする。神野・前掲注(49) 62 頁。 



















                                                   
75 首藤重幸「日本における相続税の現状  (世界における相続税法の現状--日税研創立 20 周年記念論文集)」
日税研論集 56 巻 14 頁（2004）。三木義一「相続・贈与税改革の論点--中期答申等を材に課税趣旨,課税
方式,基礎控除・税率構造等を検討 (特集 相続・贈与税改革における活力と公平)」税研 17 巻 5 号 31
頁（2002）。 
76 なお、平成 25 年度改正における基礎控除の引下げ等については、相続税が従来期待されている富の
再分配機能の回復を狙ったものであるため、薄く広い課税を指向したものとまではいえないとも考えら
れるが、平成 15 年度改正以前の最高税率が 70％であったこと等に鑑みて、相続税の「再分配について
は『広く薄く』資産移転税を賦課するという方向性を読み取ることができるのかもしれない」とする見
解もある。神山弘行「贈与税と相続税の関係に関する覚書」税研 31 巻 4 号 32 頁(2015)。 






















                                                   
77 岩崎教授は、「相続税を所得税の補完税として位置付けたとしても、相続税の課税方法としては、遺産
税的方式と遺産取得税的方式とのいずれの方法をとることも理論的には可能」とする。岩崎政明「相続
税を巡る諸問題」水野正一編『資産課税の理論と課題(改訂版)』195 頁（税務経理協会, 2005）。 
78 例えば、神戸地裁昭和 59 年 3 月 21 日判決は「現行の所得税法は、課税の対象となる所得を取得した
経済上の成果（利得）として捉え、一定期間内における純資産の増加をすべて所得とみる」「純資産の
増加は、法令上それを明らかに非課税とする趣旨が規定されていない限りは、課税の対象とされる」と
判示している（中高年齢者雇用開発給付金事件。税資 135 号 328 頁）。 
79 所得税法 35 条 1 項（雑所得）。 
80 金子・前掲注(9)184 頁。 
81 相続等による財産取得はそもそも所得でないとする見解もある。水野忠恒「所得税と相続税の交錯(租
税法研究会-77-)」ジュリ 1020 号(1993)、渕圭吾「相続税と所得税の関係」ジュリ 1410 号 15 頁(2010)。 
82 所得税法９条１項 16 号の趣旨を二重課税排除とする見解に疑問を呈する指摘もあったが(酒井克彦
「所得税の事例研究(第 21 回)関連者間における所得移転と所得税の課税対象(下)収入・必要経費を巡る
諸問題」月刊税務事例 39 巻 8 号 54 頁(2007）、最高裁平成 22 年 7 月 6 日判決(生保年金二重課税事件。
税資 260 号順号 11470）では、「相続税又は贈与税の課税対象となる経済的価値に対しては所得税を課
さないこととして，同一の経済的価値に対する相続税又は贈与税と所得税との二重課税を排除したもの」
と判示した。 
83  渕・前掲注(81)17頁、宮脇義男「相続税の課税方式に関する一考察」税務大学校論叢 57号 455頁（2008）。
(http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/57/05/hajimeni.htm)。 


























                                                   
84 金子・前掲注(9)184 頁。 
85 金子・前掲注(9)183 頁。 
86 金子・前掲注(9)194 頁。 
87 岩﨑政明「所得税の類型および所得区分の動向  (所得税制の最近の動向)」租税法研究 39号 6頁（2011）。 





制｣特集)」フィナンシャル・レビュー65 号 189 頁（2002）。 
90 岩﨑政明「格差を是正するための金融所得・金融資産課税のあり方を検討  金融所得・金融資産課税改
革の方向性 (特集 所得税と相続税・贈与税改革の方向性)」税研 28 巻 6 号 38 頁（2013）。さらに岩崎
教授は「これは、課税繰り延べを伴ってはいるものの、経済成長と課税の均衡を保つための妥協策と評


















                                                                                                                                                          
するができよう」と述べる。 








（出典：平成 27 年 10 月 14 日税制調査会財務省説明資料 13 頁） 




















                                                                                                                                                          
シャル・レビュー65 号 110 頁以下（2002）。 
また、岩崎教授は、所得税における所得捕捉率にクロヨン等の格差があるなら「事業承継に対する相
続税に対する優遇措置の存在は、事業者と非事業者との間のトータルな意味での所得課税の不公平を助
長する面がないわけではない」とする。岩崎・前掲注(77) 188 頁。 
93 高橋祐介「相続税の税額計算方式(課税方式)の現状と問題点 (特集 資産移転税の課題とあり方--相続
税・贈与税を中心として)」税研 25 巻 6 号 36 頁（2010）。 
94 相続税の取得財産価額(平成 26 年)は 12 兆 4,086 億円（国税庁・前掲注(20)付表 14）。相続税の課税対
象外の資産も含めた相続財産額の公的統計はないが、それを約 50 兆円と試算する見解もある（宮本佐
知子「近年のわが国の相続動向とその示唆」野村資本市場クォータリー 2010 夏号(2010））。 
95 課税済みである所得が蓄積された遺産について相続税を課すことがそもそも二重課税ではないかと
する指摘については、所得税と相続税とでは納税義務者や課税標準を異にし、別個の体系の税目である


































見直しを」税務弘報 36 巻 3 号 14 頁(1988)）。しかし、現在では、高齢者がいる世帯構成について三世
代世帯の大幅な減少（1986 年 44.8％→2014 年 13.2％）及び単独世帯・核家族世帯の大幅な増加（1986
年 42.4％→2014 年 76.1％）（厚生労働省「平成 26 年国民生活基礎調査」）、家族従業者及び自営業者の





98 税制調査会・前掲注(59)291 頁、岩崎・前掲注(77)194 頁。 
99 金子宏「相続税制度の構造改革」税研 102 号 12 頁(2002)、北野弘久『現代税法講義(5 訂版)』196 頁
(法律文化社,2009)。 
100 藤田靖「取得課税のあり方-相続税を中心に-」税研 56 号 17 頁(1994)。 






























                                                   
101 税制調査会専門家委員会平成 22 年 12 月 2 日「税目ごとの論点の深掘りに関する議論の中間報告」
11 頁。 
































他、税制調査会平成 15 年 6 月「少子・高齢社会における税制のあり方」10 頁等。このような考え方に
対する否定的な見解として、高野・前掲注(97)67 頁、田中治「事業承継税制のあり方 (中小企業税制の
展開)」租税法研究 38 号 92 頁（2010）。社会保障のための相続税引上げに賛意を示すものとして、水
野・前掲注(21)693 頁。その他広く薄い課税を指向する見解として、井堀利宏「格差を是正するための
税制のあり方を検討 格差是正と所得・資産課税 (特集 所得税と相続税・贈与税改革の方向性)」税研


















の応用-事業承継における信託等の活用に向けて-」立教法学 86 号 210 頁(2012)。 
図表２－８ ライフサイクルでみた社会保険及び保育・教育等サービスの給付と負担のイメージ 
図表２－９ 年齢階級別平均純資産の比較（1994 年→2009 年） 
(出典：平成 27 年 9 月 25 日政府税制調査会厚生労働省説明資料 37 頁) 




















                                                   
105 また、経済的な暮らし向きに心配ないと感じる 60 歳以上の者の割合は 71.0％、80 歳以上では 80.0％
とされる。内閣府『平成 23 年度 高齢者の経済生活に関する意識調査結果』16 頁。 
106 被相続人の死亡時の年齢が 80 歳以上の割合：平成元年 38.9％⇒平成 25 年 68.3％（税制調査会平成
27 年 10 月 27 日財務省説明資料 15 頁）。また、総人口に占める 65 歳以上の人の割合（高齢化率）は
「世界で最も高い」とされ（2010 年：日本 23％：先進地域（北部アメリカ、欧州等）16.1％）、「世界
に例をみない速度で進行」しているとされる。内閣府『平成 27 年版高齢社会白書』11 頁。 
107 被相続人１人当たり法定相続人数：平成元年 3.90 人⇒平成 25 年 2.97 人（財務省「相続税の課税状
況の推移」http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/property/137.htm） 
図表２－11 賃金・俸給の推移 
(出典：平成 27 年 10 月 27 日政府税制調査会財務省説明資料 5 頁、9 頁(抜粋)) 
図表２－10 家計資産の推移 
図表２－10 家計資産の推移 





























                                                   
108 関連する見解として高野・前掲注(97) 67 頁。 
109 田中治「相続税制の再検討」日本租税理論学会『相続税制の再検討』42 頁（日本租税理論学会、2003)。 







妻・前掲注(73)章如 27 頁。 

















図表 2－10 相続税の根拠と中小企業者に係る措置に対する考え方 
  

















115「政策税制措置の見直しの指針」（平成 22 年度税制改正大綱（平成 21 年 12 月 22 日））91 頁。 
116 税制調査会・前掲注(10)3 頁。 





























 こうした観点を踏まえつつ、基礎控除については地価の高騰等を背景に昭和 37 年度か
ら昭和 50 年度に至るまで控除額を引き上げる方向で改正が行われた118。昭和 39 年中期答
                                                   
117 米山・前掲注(53)63 頁以下、米山 鈞一「相続税法改正の概要」財政経済弘報 690 号 3 頁（1958）。 
118 昭和 37 年（150 万円→200 万円）、昭和 39 年 200 万円→250 万円）、昭和 41 年(250 万円→400 万円）、
昭和 48 年(400 万円→600 万円）、昭和 50 年(600 万円→2000 万円）と基礎控除（定額部分）の引上げ
が行われている。 

























価償却資産が多い場合には 10 年の延納（原則 5 年）が認められた。同族会社の株式等を
持つ場合についても、その会社の資産のうち不動産等の占める割合が 50％超のときは、そ
                                                   
119 税制調査会昭和 39 年 12 月「今後におけるわが国の社会,経済の進展に即応する基本的な租税制度の
あり方についての答申」21 頁。 
120 税制調査会昭和 40年 12月「昭和 41年度の税制改正に関する答申及びその審議の内容と経過の説明」
65 頁。 
121 国税庁『昭和 41 年改正税法のすべて』104 頁。 
122 国税庁『昭和 63 年改正税法のすべて』432 頁。 
123 昭和 63 年後も基礎控除は引き上げられたが、いずれもその時点での固有の理由である（平成 4 年〔定
額部分：4000 万円→4800 万円〕は土地評価の適正化に伴う負担調整、平成 6 年〔定額部分：4800 万
円→5000 万円〕は制度の簡明化）。 
124 税制調査会・前掲注(60)27 頁。 
125 国税庁『昭和 42 年改正税法のすべて』128 頁。 




























                                                   
126 国税庁・前掲注(125)128 頁。 
127 国税庁・前掲注(55)178 頁。延納期間 5 年の場合は 7.3％→6.6％に軽減。さらに昭和 50 年度改正で
は、不動産等の価額が 50％超である場合の当該不動産等の価額に対応する税額について、延納年限の
延長（10 年→15 年）、延納利子税の軽減(6%→5.4％)が実施されている。 
128 国税庁・前掲注(122)456 頁。 
129 国税庁『平成 12 年改正税法のすべて』390 頁。現在では不動産等の価額が 75％以上の場合の不動産
等の価額に対応する税額に係る利子税率は、0.8％(特例基準割合が 1.8％の場合）程度まで引き下げら
れている。 
130 国税庁『平成 15 年改正税法のすべて』501 頁。 
131 相続時精算課税制度について、税制調査会「平成 17 年度の税制改正に関する答申」（平成 16 年 11











産評価通達（昭和 26 年 1 月 10 日直資 1－5）が前身となっているが、株式の評価につい
ては、その大枠は引き継がれている133。以下でこれまでの主な変遷と考え方を見ていく。 
(1) 昭和 39 年改正 評価会社の区分の改正（資本金基準）と配当還元方式の導入 
 昭和 39 年に現行の評価通達が発遣されたが134、その際、取引相場のない株式の評価に










(2) 昭和 47 年改正 純資産価額方式における法人税額等相当額の控除の導入等138 
                                                                                                                                                          
月）では「若年層の住宅取得や事業承継にも活用されていることから、引き続きその一層の活用に向け
制度の周知などに努めていくことが重要」とする。 




大学校論叢 32 号 309 頁(1998）。 
134 昭和 39 年 4 月 25 日直資 56,直審(資)17。 
135 この基準は「当時の上場基準にマッチしていた」とされる。品川芳宣, 緑川正博『徹底解明相続税財
産評価の理論と実践』21 頁（ぎょうせい、2005）。 
136 今村・前掲注(133) 332 頁。 
137 今村・前掲注(133)336 頁。 
138 昭和 47 年 6 月 20 日直資 3-16。 




























                                                   
139 谷口・前掲注(132)577 頁。 
140 法人税額等相当額=（純資産価額〔相続税評価額〕−純資産価額〔帳簿価額〕）×47%（導入時。平成
27 年 4 月 3 日課評 2－5 他による改正後は 38％（評価通達 186-2）)。 
141 品川芳宣「非上場株式に係る事業承継税制の現状と課題:『事業承継を中心とする事業活性化に関す
る検討会』中間報告を中心として」租税研究 781 号 88 頁（2014）。 
142 最高裁平成 18 年 1 月 24 日判決(税資 256 号順号 10279)。 
143 昭和 50 年 6 月 20 日付直資 5-17。 
144 品川・前掲注(141) 88 頁。 
145 碓井光明「相続税・贈与税における資産評価」日税研論集 7 号 28 頁(1988) 





























                                                   
146 昭和 53 年 4 月 1 日直評 5。 
147 品川・前掲注(141)89 頁。 
148 谷口・前掲注(132)625 頁。 
149 品川・緑川前掲注(135)48 頁。 
150 昭和 58 年 4 月 8 日直評 5。 
151 税制調査会昭和 56 年 12 月「昭和 57 年度の税制改正に関する答申」6 頁、税制調査会昭和 57 年 12
月「昭和 58 年度の税制改正に関する答申」6 頁。 
























(7) 平成 6 年改正 会社区分の判定基準の改正（資本金基準の廃止等） 
                                                   
152 国税庁『昭和 58 年改正税法のすべて』175 頁。 
153 参議院大蔵委員会昭和 58 年 3 月 24 日大蔵省梅澤主税局長答弁。 
154 平成 2 年 8 月 3 日直評 12。 
155 国税庁資産評価企画官室 土橋令「相続税財産評価基本通達(株式関係)の一部改正について」税務弘報
38 巻 13 号 105 頁。 









158 平成 25 年 5 月 27 日課評 2-20 他による改正後は 50％以上（評価通達 189）。 








(8) 平成 12 年改正等 取引相場のない株式の評価方法の適正化161等 
















                                                   
159 谷口・前掲注(132)569 頁。 
160 従業員基準はペーパーカンパニーについて類似業種比準方式を適用できないようにするために設け
られたとされる。品川・緑川前掲注(135)82 頁。 
161 平成 12 年 6 月 13 日課評 2-4。 




164 谷口・前掲注(132)582 頁。 
165 品川・前掲注(141) 89 頁。しかし、相当収益力が高い優良企業はかえって負担は増加することとなり、
中小企業庁も通達の評価額の要求だけでは限界があるとし、この改正の翌年に事業承継税制の研究会
を立ち上げたと品川名誉教授は述べている。 
166 税制調査会平成 18 年 12 月 1 日『平成 19 年度の税制改正に関する答申』4 頁、「相続等により取得し
た種類株式の評価について」（課審 6-1 ほか 平成 19 年 2 月 26 日）。なお、中小企業庁は、平成 28 年
度税制改正要望において、上場企業の株価の上昇に伴い業績に大きな変化のない状況下でも想定外に














(2) 昭和 63 年税制抜本改革・平成４年度改正 減額割合の引上げ等 










                                                                                                                                                          
株価が高く評価されることを理由として評価の見直しを要望していたところ、平成 28 年度税制改正




167 「事業又は居住の用に供されていた宅地の評価について」昭和 50 年 6 月 20 日付直資 5-17。 
168 国税庁・前掲注(152) 177 頁。 
169 この通達から法律への格上げを、財産評価に関する特別な取扱いから課税価格の計算の特例への変質
と説明するものもある。小池 正明「非上場株式に係る事業承継税制の諸問題 (第 99 回[日本税法学会]
大会シンポジウム 相続税をめぐる法的諸問題)」税法学 561 号 281 頁（2009）。 
170 居住用宅地の場合は 30％減額。 
171 国税庁・前掲注(122)431 頁、450 頁。当時の本特例における減額割合の大幅な拡充や免税の要望に
対しては、土地保有の有利性による土地需要の喚起、資産間のバランス、土地の細分化等の問題点があ
る旨の指摘がなされている。（衆議院大蔵委員会昭和 63 年 3 月 9 日大蔵省水野主税局長答弁） 












(3) 平成 6 年度改正 減額割合の拡充、特定同族会社事業用宅地の法令化等 
平成 5 年中期答申では、「地価高騰の結果、特に都市部において、相続税が相続人の事
業の継続や居住の継続を脅かしているとの問題提起に対応」するべきとして減額割合の拡













                                                   




173 税制調査会・前掲注(58)42 頁。 
174 税制調査会・前掲注(58)42 頁。 
175 税制調査会平成 6 年 2 月「平成 6 年度の税制改正に関する答申」3 頁。 
176 国税庁『平成 6 年改正税法のすべて』290 頁。 
177 国税庁資産税課 小柳友志郎「租税特別措置法（小規模宅地等についての相続税の特例関係等）の取
扱いについて(上)」税務弘報 37 巻 10 号 125 頁。 







(4) 平成 11 年度改正・平成 13 年度改正 適用対象面積の拡充等 























とした。…その後、税制抜本改革（昭和 63 年 12 月 30 日施行）において、…『事業に準ずるもの』を削
除したためその後における同族会社に貸し付けている役員所有の小規模宅地の評価減額の取扱が問題
となっていた。この点については、国税庁通達（平成元年 5 月 8 日付,直資 2-208）により…事業用宅地と
して取扱われることとなったため、この問題はおおむね解決した」と解するものがある。右山昌一郎「相
続税対策を立てる前に」税務弘報 37 巻 10 号 44 頁。 
179 国税庁・前掲注(176)293 頁。 
180 国税庁『平成 11 年改正税法のすべて』381 頁。 
181 税制調査会・前掲注(59)305 頁。 
182 国税庁『平成 13 年改正税法のすべて』439 頁。 










うちその会社の発行済株式総数の 3 分の 1 以下に相当する部分(上限：3 億円）について
は, 発行済株式等の総額が 10 億円未満であることなど一定の要件を満たす場合に限り、課
税価格を 10％減額する措置が講じられた185｡これは、小規模宅地の特例が恩典度合いの高
いものとなっていたこともあり、当該特例との選択制とされた。 








用対象となる株式等についてその価額の合計額が 3 億円以下とされていた要件を 10 億円
に引き上げることとされた。これは「比較的大規模な中小企業にとっては上限をもう少し
高くしないと使いづらいと考えられた」ことによるとされる188。 




                                                   
183 国税庁『平成 14 年改正税法のすべて』766 頁。 
184 国税庁・前掲注(183)766 頁。 
185 平成 14 年度税制改正の要綱（平成 14 年 1 月 17 日閣議決定）。一定の山林についても課税価格を 5 ％
減額する措置が講じられた｡ 
186 国税庁・前掲注(130)534 頁。 
187 品川芳宣「特定同族会社株式の評価減の特例と事業承継 -この特例を事業承継税制の中核に- (特集 財
産評価の動向と課題)」税研 18 巻 5 号 35 頁（2003）。 
188 国税庁『平成 16 年改正税法のすべて』390 頁。 
















(7) 平成 21 年度税制改正 株式等に係る事業承継税制の創設 















                                                   
189 財務省『平成 19 年度税制改正の解説』500 頁。 
190 財務省・前掲注(189)510 頁。 






























(9) 平成 25 年度改正 小規模宅地の特例の拡充及び株式等に係る事業承継税制の抜本的見
                                                   
191 財務省『平成 21 年度税制改正の解説』311 頁、313 頁。 
192「民主党政策集 INDEX2009」18 頁、「平成 22 年度税制改正大綱」(平成 21 年 12 月 22 日) 9 頁。 
193 会計検査院『平成 17 年度決算検査報告』768 頁以下。 
194 財務省『平成 22 年度税制改正の解説』438 頁。 












また、株式等に係る事業承継税制については、創設以来 3 年間の適用件数が 500 件程度














                                                   
195 財務省・前掲注(11)587 頁。 










成 27 年 12 月 16 日「平成 28 年度税制改正大綱」108 頁）。 





















                                                   
197 中小企業者以外を対象にした他の事業の承継に配慮した主な措置は下記のとおり。 
・特定計画山林に係る相続税の課税価格の計算の特例（措法 69 の 5）【平成 14 年度創設】。 
・農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予及び免除等(措法 70 の 4～70 の 6 の 3) 【昭和 39 年度創設】。 
・山林に係る相続税の納税猶予及び免除（措法 70 の 6 の 4） 【平成 24 年度創設】。 
※関連して、持分有り法人から持分無し法人への移行を促進し医業の継続を確保する観点から、医療
法人の持分又は持分に係る経済的利益に係る相続税・贈与税の納税猶予及び免除等の措置も期限を
付して講じられている【平成 26 年度創設】（期限：29.9.30 措法 70 の 7 の 5～70 の 7 の 9）。 
198 相続税における取得財産価額(平成 26 年:12.4 兆円）の主な内訳:土地 5 兆 1,469 億円(41.5%)、現金・
預貯金 3 兆 3,054 億円(26.6％)、有価証券 1 兆 8,966 億円(15.3%)。国税庁・前掲注(20)。 
199 品川・前掲注(187) 36 頁。 





地については 200 ㎡まで 20％減だったものが、今では 400 ㎡まで 80％減に、株式につい












                                                   
200 渋谷教授は、事業承継税制について「事実上の措置が制約されると、法律上の措置を採用することが
強く要請される」とする。渋谷雅弘「事業承継税制の現状」法学 69 巻 1 号 62 頁。 







203 租税特別措置法 70 条の 7 の 2 第 1 項及び 2 項 3 号ロ（同族過半要件）等。 
図表３－２ 相続税における中小企業者に係る主な措置の経緯 
 






























                                                   
204 租税特別措置法 70 条の 7 の 2 第 3 項 2 号、租税特別措置法施行令 40 条の 8 の 2 第 28 項等。 
205 田中治「政策税制として創設された事業承継税制の評価と改革の方向性を検討 事業承継税制の現状
と評価 (特集 事業承継税制の現状とあり方)」税研 28 巻 3 号 37 頁（2012）。 
206 品川・前掲注(187) 37 頁。 
207 渋谷・前掲注(200) 44 頁。また、「法律に移行する最大のメリットは、政策要請が正しく、政治的圧
力が強ければ、その制度をいかようにも拡充できる」とも言われる。品川・前掲注(141) 90 頁。 















① 自ら起業する者と事業を承継する者とで機会の均等を欠く（平成 12 年答申、平成
12 年中期答申、平成 14 年答申212）。 
② 相続後の事業継続に対する過大なインセンティブは、新規の創業や新たな事業展開
とのバランスを失わせる（平成 14 年基本方針213）。 
③ 格差の拡大を招く恐れ（平成 19 年答申）。 
 (2) 他の者、他の財産との不公平の指摘 
① 中小企業者の事業用資産や同族会社株式について納税猶予制度を創設することは、
結局、給与所得者のみに通常の納税を求めることになり税制として極めて歪んだもの
となる（昭和 55 年中期答申214、昭和 58 年度中期答申215）。 
② 給与所得者など事業用資産を持たない者との課税の公平性（平成 14 年答申、平成
19 年中期答申） 。 
                                                   
208 事業承継協議会 事業承継税制検討委員会平成 19 年 6 月「事業承継税制検討委員会中間報告」11 頁。 
209 税制調査会平成 13 年 11 月「平成 14 年度の税制改正に関する答申」12 頁。 




から 8割へ引き上げられる中で、株式の評価を緩和することは方向が逆であり不適当（平成 4年答申）。 
・税制の問題では解決しえない問題が少なからずある（平成 12 年中期答申）。事業承継を困難にして
いる要因には民法の相続制度等に問題がある（平成 12 年答申）。 
212 税制調査会平成 13 年 11 月「平成 14 年度の税制改正に関する答申」。 
213 税制調査会平成 14 年 6 月「あるべき税制の構築に向けた基本方針」。 
214 税制調査会昭和 55 年 11 月「財政体質を改善するために税制上とるべき方策についての答申」。 
215 税制調査会昭和 58 年 11 月「今後の税制のあり方についての答申」。 






性を損なう（平成 12 年中期答申、平成 14 年答申）。 
② 経済活力の維持への有効性といった観点から再検討が必要（平成 19 年答申）。 























                                                   
216 田中・前掲注(102)90 頁。 
217 高野幸大「広く事業承継をスムーズに行える相続税の課税方式を検討 相続税の課税方式と事業承継 
(特集 事業承継税制の現状とあり方)」税研 28 巻 3 号 60 頁（2012）。 
218 税制調査会・前掲注(59)304 頁。 



























                                                   
219 株主総会の特別決議(会社法 309 条２項)を単独で行うことができる水準を念頭に置いて 3 分の 2 とさ
れている。財務省・前掲注(191)323 頁。 
220 小規模宅地の特例の減額割合とのバランスを踏まえ、経済活力の維持等の要請と課税の公平性の確保
という観点から 80％とされている（平成 20 年４月 18 日参議院本会議における額賀財務大臣の答弁）。 
221 贈与税も同様の措置が講じられている（租税特別措置法 70 条の 7）。 





ける経営の承継の円滑化に関する法律 13 条及び 14 条）。 
225「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律案要綱」1 頁。 























































                                                   







228 平成 25 年度改正はおおむね評価する向きが多いと思われるが（例えば、日本商工会議所平成 25 年 1
月 24 日「平成 25 年度与党税制改正大綱について(岡村会頭コメント)」、平川忠雄「事業承継税制にお
ける納税猶予制度について検討 納税猶予制度 (特集 贈与税の役割と課税のあり方)」税研 29 巻 3 号 52
頁(2013)等）、他方で、経営者が事業承継について計画的な取組を誘引する意味のあった事前確認制度
を廃止したことは本措置が専ら税負担を軽減する趣旨へと変質したとする指摘などもある。渋谷雅弘
「相続税・贈与税の改正と問題点  (特集 法的視点からみた新政権下の経済政策 : 税制改革,緊急経済対
策の行方)」ジュリ 1455 号 45 頁(2013）。 





























                                                   
229 小池・前掲注(169)291 頁。 
230 税制調査会・前掲注(120)64 頁。 




のと考えるのかも、問われるであろう」と述べる。田中・前掲注(102) 102 頁。 



















                                                   






































234 一高龍司「相続税と租税回避 (相続税・贈与税の諸問題)」日税研論集 61 巻 58 頁(2011)。小池正明
「相続税制の再検討」『相続税制の再検討』86 頁（日本租税理論学会、2003）。 
235 北野弘久『争点相続税法』297 頁（勁草書房、1995）。品川芳宣・棚村政行・小池正明「鼎談 中小企
業の事業承継円滑化への改正の方向性とその課題」税理 50 巻 12 号 120 頁(2007）。 
236 岩下忠吾「相続税を検証する」『相続税制の再検討』99 頁（日本租税理論学会、2003）。 
237 租税特別措置法施行令 40 条の 8 の 2 第 13 項及び 14 項。 























































                                                   
238 租税特別措置法 69 条の 4 第 3 項 1 号及び 3 号並びに 70 条の 7 の 2 第 2 項 1 号及び 3 号。 


















                                                   




与税の役割と課税のあり方)」税研 29 巻 3 号 43 頁（2013）。 
・奥谷教授は、農地、小規模宅地等及び非上場株式の３つの事業の承継に関する制度を念頭に「統一
的な制度を構築し、事業承継税制の効果が公平に及ぶようにすべき」とする。奥谷健「ドイツ相続
税法の改正と事業承継税制 (創立 60 周年記念号)」税法学 566 号 177 頁（2011）。 
・池上教授は「制度の趣旨が事業の承継つまり中長期的な事業継続を支援することだとすれば，これ
を部分的な納税猶予制度に変更することもできよう」とする。池上岳彦「相続税における小規模宅


















第 1 節 現行の主な規定の概要 

















                                                   
242 租税特別措置法 69 の 4 第 3 項 3 号、70 条の 7 の 2 第 2 項 3 号ロ等。 
243 泉美之松『相続税・富裕税の実務』126 頁（税務経理協会、1950）。 




























                                                   
244 大蔵省主税局 下條進一郎「改正相続税法詳解」財政経済弘報 182 号 8 頁(1950)。 
245 武田昌輔「DHC コンメンタール相続税法」(加除式)3578 頁（1981）。 
246 国税庁・前掲注(182)492 頁。平成 15 年度改正では、法人税法の同族会社の定義の見直しに合わせて




通達第 6 項との関連を中心として-」税務大学校論叢 39 号 519 頁(2002)。
(http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/39/ishikawa/hajimeni.htm) 
247 税制調査会・前掲注(59) 291 頁。 





























                                                   
248 沿革については、宮脇義男「相続税法第 7 条及び第 9 条の適用範囲に関する一考察」税務大学校論叢
65 号 239 頁(2010。http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/65/06/）。 
249 東京地裁平成 26 年 10 月 29 日判決（裁判所ウェブサイト） 
250 相続税法基本通達 9-2(株式又は出資の価額が増加した場合)。他、9-4 (同族会社の募集株式引受権)、
9-7 (同族会社の新株の発行に伴う失権株に係る新株の発行が行われなかった場合 )など。 
251 武田・前掲注(245)1037 頁。 
252 品川芳宣「〈判例解説〉関係会社間の株式の低額譲受け (譲渡)と当該株主に対するみなし贈与課税」
TKC 税研情報 24 巻 3 号 53 頁(2015)。 





























                                                   
253 財産評価基本通達 1(2) 
254 谷口・前掲注(132)26 頁。 
255 東京高裁平成 7 年 12 月 13 日判決(税資 214 号 757 頁) 、東京地裁平成 7 年 7 月 20 日(税資 213 号
202 頁)。 
256 法の下の平等、行政先例法等の観点からこれに反対する見解もある。 
257 橋本守次『ゼミナール相続税法(平成 27 年 1 月改訂版)』979 頁（大蔵財務協会,2015）。 
258 財務省・前掲注(11)628 頁。 





























                                                   
259 財務省・前掲注(191)349 頁。 
260 資産管理会社とは次の２つの会社をいう。①資産保有型会社＝特定資産額(有価証券等)／総資産額≧
70％、②資産管理型会社=特定資産の運用収入額／総収入金額≧75％（租税特別措置法 70 条の 7 の 2
第 2 項 8 号及び 9 号等）。 
261 財務省・前掲注(11)631 頁。 
262 財務省・前掲注(191)349 頁。 
263 租税特別措置法 70 条の 7 の 2 第 15 項等。 
















②は相続税法 15 条(基礎控除)及び 63 条(養子の数の否認)等により一定の対応が施され、
④は、生前の霊びょうや祭具の購入及び生命保険の加入による非課税枠の適用などであり、




                                                   
264 税制調査会・前掲注(59)291 頁。 
265 相続税の税負担の回避については、一高・前掲注(234)33 頁、八ツ尾・前掲注(156)。  





























                                                   
266 裁判所ウェブサイト、税資 247 号 607 頁。大阪高裁平成 14 年 6 月 13 日判決(控訴棄却。税資 252 号





ての相続税及び贈与税の取扱いについて」（昭和 60 年 6 月 5 日付課資 2－58、直評 9）） 



















財産を減少させた事例（浦和地裁昭和 56 年 2 月 25 日判決274。請求一部認容） 







                                                   
269 田中治「相続税と同族会社の行為計算の否認」水野忠恒ほか『租税判例百選 (第 5 版)』別冊ジュリ 47





271 田中治「租税判例 判例分析ファイル(23)地上権の設定と租税回避行為の否認」税経通信(2001-10) 257
頁 (2001)。 
272 民法第 2 編第４章（地上権)。 
273 品川芳宣『重要租税判決の実務研究(第 3 版)』860 頁（大蔵財務協会、2014）。 
274 税資 116 号 294 頁。 





















 東京高裁平成 27 年 4 月 22 日判決(控訴棄却)における事例279は、同族会社（a 株式会社





                                                   
275 例えば、碓井光明「相続税法六四条一項にいう『同族会社の行為』の意義等」判時  1037号 160頁(1982)、
畠山武道「同族会社の株主である被相続人が、生前、当該会社に対してなした債務免除は、相続税法六
四条一項による否認の対象にはならないとした事例」ジュリ 778 号 113 頁(1982)、金子・前掲注(9)597
頁。 
276 武田昌輔「相続税法第 64 条の『同族会社の行為』」税経通信 39 巻 15 号 250 頁。 
277 配当還元法式は、内部留保を考慮していないこと、非上場会社の配当性向の低さ等から、一般的に、
原則的評価方式（純資産価額方式、類似業種比準方式、これらの併用方式）より極端に低い金額になる
ことが多い。佐藤信祐「特例的評価方式による少数株主の締出し」税務弘報 62 巻 12 号 74 頁(2014)。 
278 坪多晶子他「創業者一族の節税対策-従業員持株会を利用した承継対策」税理 57 巻 13 号 156頁(2014)、
一高・前掲注(234)66 頁。 
279 裁判所ウェブサイト。東京地裁平成 26 年 10 月 29 日判決(請求棄却。裁判所ウェブサイト、Westlaw 
japan(文献番号 2014WLJPCA10298005)) 。 





図表４－１ 東京高裁平成 27 年 4 月 22 日判決 争点(評価方法) 
 
原告は、「ｃ社は，原告Ｘ1 及びその同族関係者であるｂ社によって，議決権総数の 31.57
パーセントしか保有されておらず (参照:図表注 1)，50 パーセントを超えないことから，ｃ社は




資の譲渡における評価方式は，配当還元方式となる（同通達 188(1)，188-2）。(同: 注 4)」と
主張した。 














そして、①Ｘ1 及び先代父 E（父 E の相続開始後は母 D）は c 有限会社の出資口数の過




半数に極めて近い 48％という高い比率の持分を保有していたこと (同: 注 5)、②先代父 E の死
亡後から本件譲渡に至るまで、c 有限会社の社員及び出資口数に変更はなかったこと、③
残りの 52％の出資を 4％ずつ保有している取引先の 13 社(同:注 6)は、a 株式会社側からの依
頼を受け a 株式会社との取引関係の強化又は維持を動機として c 有限会社の出資を購入し
たものであり、その後も a 株式会社は当該 13 社にとっての得意先又は主要な取引先であ
り続けたこと、④当該 13 社は、社員として c 有限会社の社員総会への出席をせず白紙委
任等をしていること、⑤これらの事実から c 有限会社の経営に対し当該 13 社は原告Ｘ1 や
その母 D の意向に反するような行動をとることは全くなかった、などの事実を認定した。 
そして、「ｃ有限会社は、本件 13 社が社員であった間、一貫して、原告Ｘ1 及びその同
族関係者…によって実質的に支配されていたと認められる (同:注 7)」として、「原告 X１およ
びｂ合名会社とｃ有限会社との関係のように、前者が後者を実質的に支配する関係にある
場合において、同通達 188(1)及び法人税法施行令 4 条 2 項を形式的に適用することは、結




これにより、a 株式会社はＸ1 の同族関係者(同:注 9)となるとともに c 有限会社の同族株主











                                                   
280 評価通達 189-3(株式保有特定会社の株式の評価)。 












された旧租税特別措置法 69 条の 4282、贈与については平成元年に発遣された負担付贈与
通達283で対応され284、取引相場のない株式の評価については前述の平成 2 年通達改正285等
                                                   
281 品川・前掲注(252) 57 頁。 
282 相続開始前 3 年以内に取得等をした土地建物等について取得価額で課税する旨を定めた本措置は、平
成 8 年度改正で経過措置が講じられたうえ廃止された。大阪地裁平成 7 年 10 月 17 日判決では、本措
置について「法令自体を憲法違反であるとすることはできない」としつつも、当該事案に「適用するこ
とについては憲法違反（財産権の侵害）の疑いが極めて強い」と判示した(税資 214 号 141 頁)。また、
税制調査会「平成 8 年度の税制改正に関する答申」(平成 7 年 12 月)では「最近では、相続開始直前に
土地等を取得して相続税の負担軽減を図ろうとする行為は見受けられなくなってきていることから、こ
の特例は、廃止の方向で検討することが適当」としている。 
283 「負担付贈与又は対価を伴う取引により取得した土地等及び家屋等に係る評価並びに相続税法第 7 条
及び第 9 条の規定の適用について」（平成元年 3 月 29 日直評 5、直資 2-204）。 









(1) 同族会社と時価の 13 倍を超える対価を伴う不動産売買契約を締結し、その対価として
引受けた同族会社の借入金について債務控除をし税負担を軽減させた事例（大阪地裁平
成 18 年 10 月 25 日判決(請求棄却)、大阪高裁平成 19 年 4 月 17 日判決（控訴棄却））288 
被相続人は、相続開始直前に評価通達により約 1 億 2,000 万円と評価される不動産をそ















                                                                                                                                                          
284 品川・緑川前掲注(135)62 頁。 
285 品川・緑川前掲注(135)69 頁。 
286 純資産価額方式において評価会社が課税時期前３年以内に取得等した土地等又は家屋等の価額は、通
常の取引価額により評価することとされた（評価通達 185）。 
287 例えば、平成 26 年 10 月 8 日 日本経済新聞(朝刊)「タワーマンションで節税―相続税、財産評価額
低く」20 頁、平成 27 年 7 月 1 日毎日新聞(夕刊)10 頁「路線価:上昇都心億ション完売 相続税対策、投
資が集中」。 
288 税資 256 号順号 10552、税資 257 号順号 10691。最高裁平成 20 年 10 月 16 日決定(上告棄却、上告
不受理)。税資 258 号順号 11052。 
















させた事例（平成 27 年 1 月 6 日大阪国税不服審判所裁決）290 
被相続人が同族会社所有の賃貸用建物等を買い受ける売買契約(約 3 億 7,000 万円）を締
結するとともに、当該同族会社と消費貸借契約を締結し売買代金相当額(約 3 億 7,000 万円)
を同族会社から借り入れた。賃貸用建物は評価通達による評価額(約 1 億 2,000 万円)で課















判所平成 27.1.6 裁決]」T & A master : Tax & accounting603 号 4 頁以下（2015）、を参考にしている。 



















年 3 月 11 日判決293では「被相続人（注：95 歳）が相続開始直前に借り入れた資金（注：
8 億円）で不動産を購入（注：約 7 億 6,000 万円）し、相続開始直後に右不動産が相続









                                                   
291 T & A master・前掲注(290) 6 頁。 
292 平成 27 年 9 月 7 日朝日新聞(朝刊)4 頁。これに対しては、純資産価額方式における土地等又は建物
等の 3 年内取得資産の通常取引価額による評価(評価通達 185)等により一定程度の対応が図られている
と思われる。 
293 請求棄却、税資 188 号 639 頁。東京高裁平成 5 年 1 月 26 日判決(控訴棄却。税資 194 号 75 頁)、最
高裁平成 5 年 10 月 28 日判決（上告棄却。税資 199 号 670 頁）。 























                                                   
294 品川・前掲注(273)826 頁。 
295 武田昌輔「相続税における土地評価」税務弘報 40 巻 10 号 86 頁。 
296 マンションの評価のあり方に関する見解として、長島弘「租税訴訟学会 マンションの時価評価と財
産評価通達(上)」月刊税務事例 45 巻 10 号 47 頁(2013）、安部和彦「タワーマンションにおける財産評
価の論点」税経通信 2016-02 10 頁(2016)。 
















適用された事例（前掲東京地裁平成 26 年 10 月 29 日判決（請求棄却）、東京高裁平成
27 年 4 月 22 日判決（控訴棄却）） 









                                                   









298 金子・前掲注(9)243 頁。 
299 野原誠編「相続税法基本通達逐条解説(平成 27 年版)」142 頁(大蔵財務協会、2015)。 


























われている。この吸収合併を行う場合、例えば親が 100％出資する純資産価額が 1,000 万
円の会社と子が 100％出資する純資産価額が 500 万円の会社が対等合併（合併比率 1：1）
をすることにより、親から子へ持分価値を移転することが可能となる302（図表 4-4）。 
                                                   
300 山田照「法人への贈与等と株主へのみなし贈与」税務事例研究 27 号 91 頁(1995)。これに対する反論
として、田内彦一郎「株式を介した資産承継に対する課税上の諸問題」税務大学校論叢 55号 607頁（2007。
http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/55/05/hajimeni.htm）、橋本・前掲注(257)524 頁。 
301 会社法 2 条 27 号「吸収合併 会社が他の会社とする合併であって、合併により消滅する会社の権利









 合併前 合併後 価値の移転 
A 社 
(親) 
①株式数 500 株 500 株 ― 
②純資産価額 1,000 万円 750 万円 ▲250 万円 
1 株当たりの価額
(②/①) 
2 万円 1.5 万円 ▲0.5 万円 
B 社 
(子) 
①株式数 500 株 500 株 ― 
②純資産価額 500 万円 750 万円 ＋250 万円 
1 株当たりの価額
(②/①) 
1 万円 1.5 万円 ＋0.5 万円 














                                                                                                                                                          
長英樹「合併対価の額が適正額となっていない場合の取扱い」T & A master395 号 16 頁（2011）。 
303 小池正明「合併比率の算定と株式評価」税務弘報 54 巻 14 号 45 頁(2006)、吉田 恵子「同族会社の
対等合併とみなし贈与」税務弘報 49 巻 1 号 85 頁(2001)。山田・前掲注(300)85 頁。法人株主間におけ
る寄付金・受贈益課税を指摘していると思われるものについて、朝長・前掲注(302)16 頁。 
304 会社法 2 条 29 号～32 号。 
305 鹿志村裕「スムーズな事業承継を行うための事前準備  (特集 ケース別 親族への事業承継のための組
織再編)」税経通信 69 巻 1 号 40 頁(2014)。佐藤信祐, 岡田貴子著『組織再編による事業承継対策』99
頁（清文社、2013）、品川芳宣, 緑川正博,「実務解説 対談 非上場株式の取引とみなし贈与について(2)
事例検討(2)自己株式が絡んでくる場合の検討」T & A master 70 号 31 頁(2004)。  
306 事業譲渡(旧商法の営業譲渡)は、最高裁昭和 46 年 4 月 9 日判決において「一定の営業目的のため組
織化され、有機的一体として機能する財産の全部または重要な一部を譲渡」することと示されている。 
307 坪多晶子ほか「相続税増税 直前対策! 資産家タイプ別 相続税 節税マニュアル」税理 57 巻 13 号 145
頁(2014)。 









図表４－５ 個人から会社への低額譲渡等  図表４－６ 会社から会社への低額譲渡等 


















                                                   
308 相続税法基本通達 9-1 では、「法 9 条に規定する『利益を受けた』とは、おおむね利益を受けた者の
財産の増加又は債務の減少があった場合等」をいうとされている。 


























                                                   
309 相続税法基本通達 9-3 等。 
310 武田昌輔「相続税における同族会社の否認規定」武田昌輔ほか『同族会社の行為計算の否認規定の再
検討 : 租税回避行為との関係を含めて』16 頁（財経詳報社、2007）。 
311 田中・前掲注(269)143 頁。 













313 この点、法人税における同族会社の行為計算否認規定 (法人税法 132 条１項)は行為計算の主体と更正
決定の主体は基本的に同じであり、相続税等の行為計算否認規定と異なる。（なお、同法 132 条の 2(組
































                                                   
314 碓井・前掲注(275) 159 頁。 
315 田中治「租税回避否認の意義と要件」岡村忠生ほか『租税回避研究の展開と課題』55 頁（ミネルヴ
ァ書房, 2015）。 
316 金子・前掲注(9)396 頁。 
317 武田・前掲注(310) 17 頁。 
318 佐藤英明「所得税法 157 条（同族会社の行為・計算否認規定）の適用について」税務事例研究 21 号 
57 頁(1994)。個人から法人への無利息貸付につき雑所得として認定利息課税を行った平和事件（東京
高裁平成 11 年 5 月 31 日判決)においても「本件規定にいう同族会社の行為又は計算とは、同族会社と
株主等との間の取引行為を全体として指し、その両者間の取引行為が客観的にみて経済的合理性を有し
ているか否かという見地から判断すべき」とされた。 
















取 引 同族会社を当事者とする取引 
 
これら従来の見解を踏まえ、経済合理性を求める主体について前節で掲げた事例をあて
はめると、地上権設定事件（大阪地裁平成 12 年 5 月 12 日判決）は「取引」に、不動産高













                                                   
319 松沢智『租税実体法:法人税法解釈の基本原理(補正第 2 版)』49 頁（中央経済社、2003）、占部裕典「同
族会社の行為計算の否認と所得税」水野忠恒ほか『租税判例百選（第 5 版）』別冊ジュリ 47 巻 5 号 90
頁(2011)。 
320 田中・前掲注(315)56 頁。 













































18 年 10 月 25
日 判 決 ( 第 一
審 )、大阪高裁





























































                                                   




妻・有泉コンメンタール民法:総則・物権・債権(第 3 版)』197 頁（日本評論社、2013）。 


















                                                   
323 田中・前掲注(269)143 頁。 
324 契約により債務を免除することも可能と解されている。昭和 4 年 3 月 26 日大審院判決「債権放棄ノ
方法ハ単独行為ニ限定セラレタルモノニ非ス債権ハ契約ニ因リテモ亦之ヲ放棄スルコトヲ得ヘキモノ
(以下略)」法律新聞 2976 号 11 頁(1929)。 
325 大淵博義「学説・判例理論の租税回避否認論の検証と問題点 (第 2 回)個人に対する租税回避行為否認
の具体的事例の検証とその問題点:所得税・相続税の否認事例」租税研究 784 号 113 頁(2015)。斉木秀
憲「同族会社等の行為計算否認規定についての一考察 :適用の在り方と金額の適正性」税大ジャーナル
25 号 21 頁(2015。http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/journal/saisin/261106_saiki.pdf)。 
326 「取引」について最高裁平成 18.1.24 判決(オウブンシャホールディング事件)では、有利な価額によ
る新株の第三者割当に伴う株式の資産価値の移転について、法人税法 22 条 2 項に規定する「無償によ
る資産の譲渡…その他の取引」に該当するか否かが論点となった。最高裁は「この資産価値の移転は、
上告人の支配の及ばない外的要因によって生じたものではなく、上告人において意図し、かつ、割当先
において了解したところが実現したものということができるから、法人税法 22 条 2 項にいう取引に当
たる」と判示している。 




のではない」とする裁判例（仙台高裁平成 9 年 7 月 25 日）もある（適用を否定する裁判例もある）。
しかし、同項の趣旨が「取締役が会社の利益の犠牲において自己または第三者の利益を図ることを防止
する」点にあること（江頭憲治郎『株式会社法(第 5 版)』437 頁(有斐閣、2014)）、行為の主体が条文に
明記されていること、の点から行為計算否認規定とは前提を異にする。 
328 田中・前掲注(269)143 頁。 
329 舩田健二「相続税における同族会社の行為計算の否認規定」武田昌輔ほか『同族会社の行為計算の否
認規定の再検討:租税回避行為との関係を含めて』123 頁（財経詳報社、2007）。 
330 碓井・前掲注(275)159 頁。 












































                                                   




に行った債務免除は単独行為で『同族会社の行為』に該当しないとされた事例」国税速報 6332 号 12
頁(2014)。）。 
332 所得税法中改正法律(大正 12 年 3 月 27 日公布法律第 8 号)による改正後の所得税法 73 条の 3。 
333 清永・前掲注(270) 321 頁、村井泰人「同族会社の行為計算否認規定に関する研究 -所得税の負担を不
当に減少させる結果となる行為又は計算について-」税務大学校論叢 55 号 647 頁（2007）。
(http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/55/06/hajimeni.htm)。 
334 所得税法中改正法律(大正 15 年 3 月 27 日公布法律第 8 号)による改正後の所得税法 73 条の 2。 

























定だと考えるのが妥当」とする。佐藤・前掲注(318) 49 頁。 
336 「○○を当事者とする△△」の用例は、本規定と場面は異なるが会社更生法 163 条 2 項、金融商品
取引法 156 条の 36 他でみられる。 



























(1)  会社間の贈与とみなし贈与 
例えば、個人が支配する会社間による事業譲渡（例えば、親 100％出資会社から子 100％
出資会社に対する事業譲渡等）が適正な対価を伴わない場合（以下「本件事例」という。）、
                                                   
338 非同族会社に対する租税回避の一般的否認規定の創設に言及するものとして、品川芳宣「税務論文 租
税回避行為の否認と仮装行為の否認--両者の関係と私法上の契約を否認できる限界」税理 49 巻 15 号
14 頁(2006)、清永・前掲注(270)425 頁。 





対意見が財界からあったとされる（昭和 37 年 3 月 31 日参議院大蔵委員会木村禧八郎議員(社会党)の答
弁）。また、税法学会は「行為計算の否認について隠れた利益処分に関する規定を設け、具体的にこれ
を例示すると兵に、同族会社の行為計算の否認に関する規定は、これを削除すること」との意見を表明
していたとされる（昭和 37 年 3 月 31 日参議院大蔵委員会大蔵省村山主税局長の答弁）。  
341 清永・前掲注(270) 414 頁。 
342 品川芳宣「国税通則検討委員会報告(第 9 回)租税回避行為に対する包括的否認規定の必要性とその実
効性」月刊税務事例 41 巻 9 号 37 頁（2009）。 
343 行為計算否認規定自体を廃止すべきとする見解として、武田昌輔「中小企業課税の問題点 (中小法人
課税の諸問題)」租税法研究 13 号 29 頁(1985)。 














図 4－9 個人から会社への低額譲渡等(再掲) 図 4－10 会社から会社への低額譲渡等(再掲) 
   







                                                   
344 いわゆる適格組織再編成の場合には、簿価で資産が移転することとなり、課税が繰り延べられる。 







竹内秀男「資産の低廉譲渡・高額買取り・債権の放棄・債務の引受け  (特集 経済的利益の今日的問題)」
税務弘報 50 巻 5 号 48 頁（2002）。 
347 平成 30 年度の実効税率。自民党公明党・前掲注(196)4 頁。 






























                                                   
348 泉・前掲注(243)129 頁。 
349 財務省『平成 20 年度税制改正の解説』454 頁。 
350 北野弘久『コンメンタール相続税法』526 頁（勁草書房、1974）。 
351 平成 22 年度の法人税改正において、実質的な資産に対する支配の継続性や円滑な経営資源再配置の
観点も踏まえグループ法人税制が導入され、完全支配関係がある内国法人間の寄付について支出法人に
おいて全額損金不算入とされ、受領法人において全額益金不算入とされた（法人税法 37 条 2 項等）。




 また、法人税においては、平成 27 年度税制改正において成長志向に重点を置いた法人
税改革の名の下352、平成 23 年度改正に続き法人税率が引き下げられ（25.5％→平成 27
年度 23.9％）、平成 28年度改正でもさらなる引き下げが閣議決定され（平成 30年度 23.2%）
353、依然軽課される傾向にあることから（図表 4－11）、この税率の乖離に着目した会社
を利用する税負担回避の増加も考えうる。 
図表 4－11 法人の法人税負担率と欠損法人割合 
 昭 56 昭 60 平元 平 5 平 10 平 15 平 20 平 25 
法人税負担率 34.9％ 37.0％ 37.7％ 33.2％ 34.9％ 28.1％ 25.3％ 20.3％ 
欠損法人割合 50.0％ 55.5％ 49.6％ 59.1％ 67.3％ 68.1％ 71.5％ 68.2％ 
(備考) 国税庁「会社標本調査（長期時系列データ「資本金階級別表」）」を下に算出。    
(注) 法人税負担率=法人税額／申告所得金額、欠損法人割合=欠損法人数/合計法人数 





















352 財務省「平成 27 年度税制改正の解説」319 頁。 
353 「平成 28 年度税制改正の大綱」(平成 27 年 12 月 24 日閣議決定)40 頁。 
354 財務省・前掲注(349)457 頁。 






























                                                   
355 田内・前掲注(300) 609 頁。 
356 会社法 467 条 1 項、783 条及び 795 条等 
357 重要な財産の処分の判断基準として、最高裁平成 6 年 1 月 20 日判決は「当該財産の価額、その会社
の総資産に占める割合、当該財産の保有目的、処分行為の態様及び会社における従来の取扱い等の事情
を総合的に考慮して判断すべき」と判示されている。 
358 会社法 362 条 4 項。 























「同族会社」には前掲図表 4－10 の A 社又は B 社が該当し、贈与税が不当に減少する「株
主又はその親族」には子が該当することになると思われる。そして否認対象となる「行





                                                                                                                                                          
359 定款で定めれば株主総会に決議事項を移すことも可能（会社法 295 条 2 項）。 
360 会社法 327 条 1 項。 
361 会社法 330 条、348 条。 
362 この場合において、取締役等が会社に損害を与えたときは、取締役等は会社に対して損害賠償責任を
負うことになる（会社法 423 条、355 条）。 






















に対しては、前述の平成 27 年 4 月 22 日東京高裁の事例で「相続税法９条は…実質的
にみて、贈与があったのと同様の経済的利益の移転の事実がある場合に、租税回避行為
を防止するため…贈与税を課税することとしたもの」とし、「関係する者の間に同法






つまり、(イ) 相続税法 4 条から 8 条までに規定する場合に類するような相応の事情
があること、(ロ)実質的に贈与があったのと同様の経済的利益の移転の事実があること、
という限られた場面で課税の適否が検討されることとなる。そして対処案の如く制度上
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